
<５>

<１>

<２>

<３>

有効期間中必ずしも指名があるとは限りませんのでご了承ください。

有効期間は事情により変わることがあります。

審査の結果、有資格者は日向市建設業者等有資格業者名簿に登載され、有効期間は平
成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの１年間とします。登録通知は、平
成２６年４月上旬に郵送にて行う予定です。

（ 受 付 印 欄 ）

申請書類の提出後、次の事項に該当するときは、速やかに競争入札参加資格審査申請
書記載事項変更届（日向市独自様式又は中央公契連統一様式）を提出してください。
（郵送可）

登録期間中は経営事項審査の有効期限（１年７月）が切れないように、最新の経営規
模等評価結果通知書（総合評定値通知書）の写しを随時提出してください。（郵送
可）

受付票【建設工事】

日向市長　　黒木　健二

所　在　地

（総務部　契約管理課）

<４>

　郵送で申請をされる場合は、受付後この受付票を郵送しますので、返信用封筒を
同封してください。

　平成２６年度　競争入札参加資格審査申請書を受付いた
しました。

商号又は名称

代　表　者 様

変　更　事　項 添　付　書　類

 商号又は名称
 登記簿謄本（又は抄本）の写し
 使用印鑑届（任意様式）
 委任状（支店等に委任をしている場合）

 代表者
 登記簿謄本（又は抄本）の写し
 委任状（支店等に委任をしている場合）
 役員等名簿

 役員等（追加）  役員等名簿

 受任者（支店長、営業所長等）
 委任状
 役員等名簿

 所在地（本社・本店及び支店・営業所等）
 登記簿謄本（又は抄本）の写し
  ※支店等の場合は登記簿謄本に記載がある場合のみ
 委任状（支店等に委任をしている場合）

 電話番号又はＦＡＸ番号、郵便番号等  なし

 許可・登録の状況（更新を含む）等  許可登録等の証明書の写し
 廃業  建設業廃業届の写し
 実印又は使用印  使用印鑑届（任意様式）



チェック欄 チェック欄 チェック欄

◎ ◎ ◎

× × △

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

△ △ △

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

× ◎ ◎

◎注1 ◎ ◎

添付書類 監理技術者資格者証の写し △注１ × ×

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎

△ △ △

× △ △

●注2 ●注2 ×

●注3 × ×

合格証明書・資格者証の写し ▲注3 × ×

健康保険被保険者証の写し、源泉徴収票の控え ▲注3 × ×

監理技術者資格者証の写し ▲注3 × ×

◎◎

◎

⑫誓約書　★

＊注1　　　　格付け４業種（土木一式・建築一式・電気・管）を申請される場合は不要

⑰技術者雇用状況報告書　★

⑩日向市税の完納証明書（証明年月日：11月1日以降のもの）

◎

△

⑦技術者経歴書

◎

⑪個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書　★

⑧登記簿謄本（法人の場合のみ）の写し
　　　（証明年月日：8月1日以降のもの）

　＊消費税及び地方消費税に未納のない証明

◎◎

準市内

⑥営業所一覧表

　＊郵送の場合は切手を貼った返信用封筒を同封すること

■提出書類チェックリスト

①競争入札参加資格審査申請書【建設工事】　★

②経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）の写し

④建設業許可証明書の写し

⑤工事経歴書

◎

市外

提出書類チェックリスト

（１）格付け５業種（土木一式・建築一式・電気・管・ほ装）の競争入札参加資格審査を申請する者

　　　◎又は●：必須　　△又は▲：該当の場合のみ

（２）格付け５業種以外の競争入札参加資格審査を申請する者

　　　◎：必須　　　　　△：該当の場合のみ

★　市指定様式

書類の名称等　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域区分
市内

◎

⑭建設業（中小企業）退職金共済制度加入証書の写し

△

■受付票

③ＩＳО等認証書の写し

基準日がH24.7.1～H25.6.30の間のもの

＊建設業許可申請書別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可
等）」又は、（２）「営業所一覧表（更新）」の写し

⑨納税証明書（その３）の写し（証明年月日：8月1日以降のもの）

＊注3　　　　格付け業種のうち「ほ装」のみを申請される場合は不要

◎

⑮委任状

⑯技術等評価数値確認総括表　★

添付書類

＊注2　　　　格付け業種のうち「ほ装」のみを申請される場合のみ

　＊法人の場合は法人と代表者個人の両方

⑬役員等名簿　★



1 ．市内 3 ．市外

2 ．準市内 　　　　

１．本店 ＊　株式会社・有限会社等については略号を用いて記載し、フリガナは省略してください。

日向市長　黒木　健　二　様

② 入札参加資格審査を申請する業種

土 電 板 通

建 管 ガ 園

大 タ 塗 井

左 鋼 防 具

① 建設業許可番号 と 筋 内 水

石 ほ 機 消

屋 しゅ 絶 清

③ ②のうち特に希望する業種（３業種まで）

２．支店等（契約委任がある場合のみ）

1 ．一般

2 ．特定

1 ．一般

2 ．特定

1 ．一般

2 ．特定

＊ 建設業許可の有効年月日には終期を記入してください。

④

（1）土木一式工事 （2）とび・土工・コンクリート工事 ３．連絡先（契約委任はないが、日向市からの連絡先となる営業所等）

1 ．一般 4 ．鉄道沿線 1 ．一般

2 ．交通安全施設 5 ．橋梁 2 ．法面

3 ．築磯 6 ．推進工法 3 ．解体

⑤ ＩＳＯ等取得状況

1 ．ＩＳＯ9000シリーズ 2 ．ＩＳＯ14001 3 ．エコアクション21

日

商号又は名称

〒

代 表 者 住 所

人

③で「土木一式工事」並びに「とび・土工・コンクリート工事」を希望される場合
は、下記から詳細業種も選択してください。

E-mail

年

E-mail

（日向市在住の場合）

支 店 等 名 称

所 在 地

支店長等職・氏名

日

監理技術者数

人

人

FAX

FAXTEL－

所 在 地

E-mail

〒 TEL

所 在 地

代表者職・氏名

年 月

月

1

2

3

Ｈ

Ｈ

－

Ｈ

希望
順位

希　望　業　種
建　設　業　許　可

区　分 有　効　年　月　日

年 月 日

年 11実　　　　印 使　用　印

地　域　区　分業者コード 契約委任 受付番号

2

フ リ ガ ナ月 日平成　 25

1 ． ．有 無

TEL

FAX－

連 絡 先 名 称

平成26年度　競争入札参加資格審査申請書　【建設工事】

平成26年度において、日向市で行われる建設工事に係る競争入札（見積含む）に参加したいので
関係書類を添えて申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

また、入札・見積、契約締結及び代金請求・受領に使用する印鑑を次のとおり届け出ます。



記載要領

1 この表は、競争入札参加資格審査の申請を行う建設工事の種類ごとに作成すること。

2

3

4

　平成２３年１１月１日以降に請負契約を締結した主な工事について、請負金額（税込）の大きい順に１
０件程度記入すること。

　共同企業体（ＪＶ）として工事を行った場合には、元請・下請の欄に「ＪＶ」と記載し、請負金額の欄
は、出資比率に応じた額を記入すること。

日

平成 年 月 日

平成 年 月

千円

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

日

平成 年 月 日

年 月

千円

平成

月 日

千円

平成 年

完成（予定）年月日

平成 年 月 日

　本様式の内容を満たす、独自様式一覧表での提出も可。

工　　事　　経　　歴　　書

（建設工事の種類）

発　注　者
元請
下請
の別

工　　事　　名
工事場所
のある都
道府県名

請負金額
（税　込）

着　工　年　月　日



記載要領

1 　「主たる営業所」には、建設業法上の主たる営業所（本店）を記載すること。

2

3

4

（その他の営業所）

　「その他の営業所」には、宮崎県内に建設業法上の営業所を有する場合には、県内の営業所（本店
以外）を記載し、県内に営業所がない場合には、九州内にある営業所（本店以外）を記載すること。

　「許可を受けた建設業」の欄には、当該営業所において営業（契約）する建設業の種類を、建設業
法の種類の略号で記載すること。

　上記内容確認のため、建設業許可申請書別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」、又は
（２）「営業所一覧表（更新）」の写しを添付すること。（準市内・市外業者のみ）

（主たる営業所）

営　業　所　一　覧　表

名　　称

許可を受けた建設業

特　定 一　般

郵　便　番　号

所　　在　　地

電話（ＦＡⅩ）番号



記載要領

1

2

3

4

5

有 無

無有

　本様式の内容を全て満たす、独自様式一覧表での提出も可。

年

　市内業者のうち監理技術者の資格のある者は、資格者証の写しを添付すること。

　競争入札参加資格審査の申請を行う建設工事の種類（市内業者のうち土木一式・建築一式・電気・
管は除く）ごとに作成すること。

　有資格区分には、法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の検定を受けたものを記載するこ
と。

　業務経歴の欄には、直近の工事件名を記載すること。

有 無

有 無

有 無

有 無

年 月

年 月

月

年 月

年

月

年 月

年

月

年

月

年 月

年

年

年 月

年 月

月

年 月

年 月

年 月

年 月

月

年 月

年 月

年

5

11

1

2

12

6

7

8

9

10

3

4

年

年

有 無

有 無

有 無

有 無

月

月

月

無

有 無

有年 月

年 月

技　術　者　経　歴　書

No 氏　　名
有　資　格　区　分

（資格の種類）

監理技
術者の
資格

取 得 年 月

（建設工事の種類）

実 務 経 験業　務　経　歴



　

４ 当事業所は、平成　　　年　　月より、従業員等の個人住民税について特別徴収を実
施します。

※１で領収証書を添付している
場合は確認印不要です。

税務担当課確認印

 ※１～４のうち当てはまる項目にチェックを入れてください。
 ※日向市に居住する従業員が無く領収証書を添付できない場合は、県内
の主たる事務所所在地の領収証書の写しを添付してください。主たる事
務所所在地にも居住する従業員がいない場合は、従業員が最も多く居住
する市町村の領収証書の写しを添付してください。
 ※２・４どちらに該当するか分からない場合は、主たる営業所が所在す
る市町村の税務担当窓口に確認してください。
 ※４の誓約により申請できるのは、平成26年度入札参加資格申請だけの
特別措置です。次回以降は特別徴収義務者として指定されていなければ
申請することができませんのでご注意ください。
 ※確認申請の受付時間は8:30～17:15です。（12:00～13:00を除く）

２ 当事業所は、現在、特別徴収義務の無い事業所です。

⇒直近の領収証書の写しを添付してください。領収証書がない場合は、該当市町村の税務担当課にて確認
印を受けてください。

３ 当事業所は、宮崎県内に事業所（支店または営業所等を含む。）がありません。

⇒該当市町村の税務担当課にて確認印を受けてください。

記

１ 当事業所は、現在　　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従
業員等の個人住民税について特別徴収を実施しています。

㊞

電 話

代 表 者 職 氏 名

所 在 地

商 号 又 は 名 称

　平成２６年度競争入札参加資格審査の申請に当たり、下記のとおり個人住民税の特別徴収の実施状
況を申告します。

平成

日 向 市 長 様

25

⇒領収証書の添付や税務担当課での確認は不要です。

⇒日向市に主たる事業所がある場合…日向市税務課市民税係にて特別徴収への切替申請書を提出し、確認印
を受けてください。
⇒他市町村に主たる事業所がある場合…税務担当課にて確認印を受けてください。

個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書

月年 日

領収証書の写し添付欄 



代表者職氏名

商号又は名称

　当社（私）は、日向市が実施する競争入札参加資格審査申請を行うに当たり、日向市
暴力団排除条例第６条に基づく必要な措置として、以下に掲げる者に該当していないこ
と及び今後についても該当しないことを誓約します。なお、この誓約に違背した場合
は、入札参加停止、契約解除等のいかなる措置を受け、かつ、その事実を公表されても
異存ありません。

３　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え
　る目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用している者

４　役員等が、暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的
　又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

㊞

日　向　市　長　様

月 日

所 在 地

平成 25 年

誓　約　書

５  役員等が暴力団関係者であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者

１　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若
　しくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力
　団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に
　規定する暴力団員をいう。以下同じ。）及び暴力団（暴力団による不当な行為の防止等
　に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員と密接
　な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）である者

６　役員等が暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者

２　暴力団関係者が経営又は運営に実質的に関与している者



＊　Ｍ明治・Ｔ大正・Ｓ昭和・Ｈ平成
留意事項

1.名簿に記載を要する役員の範囲については、法人にあっては非常勤を含む役員を、その他の団体にあって
は法人の役員等と同様の責任を有する代表者、理事等を、個人にあってはその事業主を記入してください。
委任状を提出する場合は，受任者についても同様に記入してください。

2.役員等名簿提出後に代表者、受任者が変更になった場合、役員等が新たに就任した場合には再度提出して
ください。

3.この役員等名簿は、役員等が暴力団員等でないことを確認するためのみに使用し、その他の目的には一切
使用しません。

Ｓ Ｈ

Ｓ Ｈ

10
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

9
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

8
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

7
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

6
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

5
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

4
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

3
Ｍ Ｔ

2
Ｍ Ｔ

Ｓ Ｈ

㊞

No 役職 氏名（フリガナ） 氏名（漢字）
生年月日

性別
元号 年 月

日

所 在 地

役員等名簿

　私は、日向市が実施する競争入札参加資格審査申請を行うに当たり、日向市暴力団排除条例第６条に基づく
必要な措置として、日向市が本名簿に記載した事項を宮崎県警察本部に照会することについて同意します。

1
Ｍ Ｔ

日

商号又は名称

代表者職氏名

25 年 月平成



委　　任　　状

1 ．

1 ．

日

㊞

記

1 ．

．

1 ．

1 ．

1 ．

1

契約履行に関する件

共同企業体締結に関する一切の件

上記各号に関し複代理人選任および解任の件

契約代金請求および受領の件

1 ．

11 月平成25年

日向市長　黒 木 健 二　様

　　　　　　　至　　平成２７年　３月３１日

委任期間　　　自　　平成２６年　４月　１日

契約締結の件

契約締結の保証に関する件

入札保証金および契約保証金の納付並びに還付受領の件

1 ． 見積及び入札に関する件

商号又は名称

代表者職氏名

所 在 地（委任者）

私は、下記の者を代理人と定め次の権限を委任します。

㊞

（受任者）所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

　　　

　　　

　　　



人
人
人
人
人
人
人
人
人
人

※「保護観察対象者等」は、更生保護法（平成19年法律第88号）第48条に定める保護観察対象者及び同法
第85条に定める更生保護の対象者とする。

モータグレーダ

ほ装幅1.4ｍ～3.0ｍ以上

質量10ｔ～12ｔ以上　全輪駆動式

質量８ｔ～20ｔ以上　公道自走式

ﾌﾞﾚｰﾄﾞ長3.1ｍ以上　公道自走式 0 無 1 有

人

雇用期間　２年以上

雇用期間　１年以上２年未満

回

回

5年以上6年未満

3年以上4年未満

0 無 1 有

― 千円

回

―

0 無 1 有

0 無 1 有

2年以上3年未満

回回 回

人

千円

人

人

―千円

※重度障害者は１人の雇用
につき２人と数えること

※重度障害者は１人の雇用
につき２人と数えること

※重度障害者は１人の雇用
につき２人と数えること

管工事電気工事

点 点― ―

人

8年以上9年未満
7年以上8年未満
6年以上7年未満

人

人

人

10年以上
9年以上10年未満

人

アスファルトフィニッシャ

マカダムローラ

タイヤローラ

雇用期間　６月以上１年未満

⑥表彰受賞経歴

4年以上5年未満

 (ウ)
消
防
団
活
動

⑧
建
設
機
材
の
保
有

・

――

②市工事の施工実績

１級相当技術者数
(代表者を除く、専従者を含む）

２級相当技術者数
(代表者を除く、専従者を含む）

④研修会等の受講

千円

人

―

人

準市内
市外

申請する建設工事の種類

商号又は名称 　　 申請者区分
1
2
3

土木一式工事

1

2

定期

追加

市内

申請区分

回

①市工事の工事成績

建築一式工事

点 点

建設業許可番号 －

2年未満

技術等評価数値確認総括表

③
技
術
者
の
継

続
雇
用
状
況

申請年度 26 年度

（登録年月日　 　　年　 　月　 　日）

⑤
障
が
い
者
の
雇
用
状
況

⑦
地
域
貢
献

(ア)国、県、市町村、
公益団体の主催活動

(イ)建設業者の独自活動

(エ)保護観察対象者等の協力雇用主登録状況（※）

有 無



M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H
M T S
S H H

建設工事
の種類

土木 建築

電気 管

無

無

有 無

無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

無

有 無

有

有

有

無有

有 無

有 無

無

有 無

有 無

有

有 無

無

有 無

4

6

7

※従業員４人以下の個人事業所は、上記の被保険者、組合員等に加え、事業主から継続して源泉徴収を受けている者及
び専従者も対象とする。

1

2

3

No 姓 名

日

日

5

9

10

11

12

8

※この報告書は、平成２５年１０月３１日時点で３ヶ月以上継続して在籍する有資格技術者についてのみ記載するこ
と。

※代表者も記載すること。

※競争入札参加資格審査の申請を行う建設工事の種類ごとに作成すること。

※法人、従業員５人以上の個人事業所は、健康保険、建設国保等の資格を取得した被保険者、組合員等を対象とする。
扶養家族や、市町村の国民健康保険加入者は対象外とする。

17

年

日

年 月

18

19

20

13

14

15

16

月 日

日

年 月 日

年 月

日

年 月 日

年 月

日

年 月 日

日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月

年 月

年 月

月

年

月

生　年　月　日

日年 月

採　用　年　月　日

日

年 月 日

年

年 月

年 月 日

日

日

日

年

年 月

月

年 月

年 月 日

日

日

日

年

年 月

月

年 月

年 月 日

日

日

日

年

年 月

月

年 月

年 月 日

日

日

日

年

年 月

月

有

有

日年 月

監理技
術者の
資格

有　資　格　区　分
（ 資 格 の 種 類 ）

合　　計

※有資格技術者の数が２０人を超え、２枚目以降にわ
たるときは、最終頁に合計人数を記入してください

１
級
相
当
技
術
者

月 日

３ケ月以上

（代表者を含む、専従者は除く）

６ケ月以上
人人

（代表者を除く、専従者を含む）

３ケ月以上
人

年

２
級
相
当
技
術
者

人
（代表者を含む、専従者は除く）

（代表者を除く、専従者を含む）

技術者雇用状況報告書

商号又
は名称

代表者
氏　名

６ケ月以上


